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医療機関 

【担当医】 【看護師、MSW等】 

事業場 

【人事労務担当】 【産業医】 

労働者・家族 

支援チーム 
（コーディネーター） 

労福機構・みずほ総研 ・ 両立支援プランの作成、進捗状況の管理。 

・ 関係者間の調整。（関係者の意思の伝達。  

 疾病、職業内容に関する知識・理解の向上） 

受託機関 

○ 平成22年度より、疾患の種類（①脳・心臓疾患、②精神疾患その他ストレス性疾患、③腰痛その他の筋骨格系疾 
  患、④職業性がんその他の悪性新生物）に応じ、医療機関側と事業主側との連携体制の下で治療と職業生活の両 
  立等を図るための具体的取組における事例蓄積とその検証を行うため、委託事業を実施。 
 
○ 支援チームは、関係者（医療機関、事業場、労働者）との調整の下、円滑な職場復帰のための両立支援プラ 
  ンを作成。治療・リハビリが完了するまでの間、関係者間の調整役を担いながら、プランの進捗管理を行う。 



平成２２年度委託事業報告書の概要 

○ 医師、看護師、MSW等（※１）からなる支援チームが、患者、担当医師、企業担当者と面談を行い、治療、就労に 
 関する情報（※２）を収集。 
 ※１  その他に、社会保険労務士、作業療法士、ジョブコーチ、カウンセラーをメンバーとする例あり。 
 ※２    担当医師：治療経過、今後の治療方針・スケジュール、療養上・就労上の留意点等 
     患者：就労状況（労働時間・業務内容等）、通勤状況、経済状況等 
     企業担当者：人事労務制度（休暇制度等）、制度外のサポート状況等 

 
○ 収集した情報をもとに、「治療と職業生活の両立プラン」 （※３）を作成し、関係者間で協議・調整。作成したプラン 
 は、担当医師、企業担当者に提示し、情報を共有。 
 ※３  両立プランには、関係者から収集した情報に加え、①今後のキャリアプラン（目標や働き方等）の設計、②キャリアプランを実現 
   するための方策等を記載。（別紙参照） 

 
○ 治療・リハビリが完了するまでの間、定期的に面談と報告を繰り返し、治療方針や労務管理上の留意事項等を 
 整理しながら、進捗状況のモニタリングを実施 。 

１．支援スキーム 

○ 両立等の支援の必要性に関して、社会的な認識が不十分。 
  企業：罹患後の復職や就労継続を想定した就業規則や人事制度が整っていない。 
  医療機関：治療方針の決定に際し、患者の就業状況等の生活背景を考慮していない。 
  患者：就労条件や就業規則等、どのような制度があり、利用できるかについての把握が不十分。 等 

 
○ 治療の段階から関わるために、医療機関内での相談窓口、または外部の相談窓口につなぐ担当部門の常設が 
 必要。医療機関側から働きかけを行うことで、両立の問題に気づいていない患者への気づきをもたらすことが期待 
 される。 
 
○ 治療に関する問題への対応だけでなく、就労についての専門性やピアカウンセリングの要素も求められるため、 
 社会保険労務士、産業医、NPO法人等との連携が強く求められる。 
 
○ 医療の分化が進み、医療スタッフが急性期からの継続した関わりができない中、コーディネーターは、急性期か 
 ら復職まで継続してサポートすることで、信頼関係を築き、患者の精神的安定にも寄与できる。 

２．両立等の支援のあり方についての主な意見 



別紙 

両立プランの例 

（みずほ情報総研株式会社（職業性がんその他悪性新生物） 事業実施報告書より抜粋） 
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